






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 h t t p s : / / w w w. s e c . g o v / A r c h i v e s / e d g a r /
data/320193/000119312515356351/d17062d10k.htm.
64）財務省『平成23年度税制改正の解説』683ペー
ジを参照。なお、『平成23年度税制改正の解説』は、
以下のURLで閲覧することができる
 http://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/
outline/fy2011/explanation/PDF/p668_686.pdf.
（2016年８月21日アクセス）。平成23年度税制改正
前には、平成13年以降事前照会に対して文書で回
答していたが同様の照会が予想される事案に限定
していたが、平成16年以降事前照会の要件を緩和
し文書回答手続を利用しやすくした（『国税庁レ
ポート2004』12頁を参照）。
65）『国税庁レポート2016』の14ページ参照。なお、
『国税庁レポート2016』は、以下のURLで閲覧す
ることができる
 http://www.nta.go.jp/kohyo/katsudou/report/2016.
pdf.（2016年８月24日アクセス）。
66）事前確認制度に関する論稿として、大野雅人「事
前確認の法制化は何故必要か」筑波ロー・ジャー
39）前掲注４、パラグラフ147を参照。
40）前掲注４、パラグラフ156を参照。
41）前掲注４、パラグラフ157を参照。
42）前掲注４、パラグラフ176を参照。
43）前掲注４、パラグラフ180以下を参照。罰則には、
金銭を交付させるものの他、多くの国では租税回
避スキームを無効にするなどしている。
44）前掲注４、パラグラフ201以下を参照。
45）前掲注４、パラグラフ203を参照。
46）前掲注４、パラグラフ209を参照。
47）前掲注４、パラグラフ212を参照。
48）前掲注４、パラグラフ216を参照。
49）前掲注４、パラグラフ217-219を参照。
50）前掲注４、パラグラフ220を参照。
51）前掲注61の『国税庁レポート2016』42頁では、
名称変更前のJITSICについて、「OECDの税務長官
会議の傘下において、国際的租税回避及び富裕層
に関連した情報交換要請への対応や調査手法等の
知見の共有を目的」とする組織と紹介している。
52）JITSICは2016年の会議で現在の名称になった。
参加国は36か国としている。JITSICの概要につい
ては以下のURLで閲覧できる
 （2016年９月18日アクセス）。http://www.oecd.org/
tax/forum-on-tax-administration/ftajitsicnetwork.
htm.
53）前掲注４、パラグラフ284以下を参照。
54）前掲注４、パラグラフ288-289を参照。
55）最高裁平成23年２月18日判決。
56）名古屋高裁平成25年４月３日判決、最高裁平成
26年７月15日上告棄却。
57）最高裁平成27年７月17日判決。
58）筆者の見たところ、2016年９月16日、読売新聞、
朝日新聞、毎日新聞、日本経済新聞の夕刊各紙に
報道された。
59）2016年９月16日の日本経済新聞夕刊は、以下の
URLで閲覧することができる（2016年９月17日ア
クセス。なお、会員でない場合には記事の全てを
閲覧できないことがある）
 http://www.nikkei.com/article/DGKKASDG16H14_
W6A910C1MM0000/.
 また、同月17日朝刊は、以下のURLで閲覧するこ
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ナル16号1-35頁（2014）、吉川保弘「事前確認制
度の現状と課題－相互協議申立の濫用と補償調整
処理を中心として」税大論叢50号１頁（2006）等
がある。
67）国税庁公表資料「平成26事務年度の相互協議の
状況」による。これについては、以下のURLで閲
覧することができる
 http://www.nta.go.jp/kohyo/press/press/2015/sogo_
kyogi/index.htm.（2016年８月24日アクセス）。
68）ただし、導入の必要性を訴える論稿がいくつか
ある。ここでは、今村隆「租税回避への対応と納
税者の権利保護（２）諸外国の租税回避一般否認
規定と最近の動向」税務弘報57巻10号（2009年）
を挙げておく。
69）前掲注５の財務省作成資料を参照。
70）東京高裁平成27年３月25日判決で敗訴した国側
が上告受理申立てをしていたが、平成28年２月18
日に棄却された。
71）2009年７月５日のロイター報道は以下のURLで
閲覧することができる（2016年９月19日アクセス）。
 http://www.reuters.com/article/industry-us-
amazon-japan-idUSTRE5640CR20090705.
72）杭州で行われたG20首脳宣言仮訳は、以下の
URLで閲覧することができる
 http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000186046.pdf．
（2016年９月8日アクセス）。
73）前掲注４、パラグラフ43を参照。
